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電子政府（電子申請）の取組について

平成１５年１２月５日

国土交通省総合政策局情報管理部情報企画課

オンライン申請対策官　宇随幸雄
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今回お話する項目の概要

Ⅰ　電子政府の実現に向けた政府の取組

　 ○　電子政府構築計画等電子政府推進のための計画の概要

　　○　電子政府構築、手続オンライン化のための法令の概要

　　○　電子政府の推進体制の概要

Ⅱ　国土交通省における電子政府の実現に向けた取組

　　○　国土交通省における申請・届出等手続のオンライン化

　　○　オンライン申請と認証局の関係

　○　電子入札システムとの関係

Ⅲ　今後の課題　　
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e-Japan重点計画-2003　（平成15年8月　予定)ee--JapanJapan重点計画重点計画--20032003　　（平成（平成1515年年88月月　　予定予定))
～2005年（平成17年）に世界最先端のＩＴ国家となるとともに、２００６年以降も最先端であり続けることを目指す～

e-Japan戦略Ⅱ（平成15年7月)ee--JapanJapan戦略Ⅱ戦略Ⅱ（平成（平成1515年年77月月))

第2期：ＩＴ利活用　（「質」の追求）　～元気・安心・感動・便利社会を目指す～

e-Japan重点計画 （平成13年3月）ee--JapanJapan重点計画重点計画 （平成（平成1313年年33月）月）

e-Japan重点計画-2002 （平成14年6月）ee--JapanJapan重点計画重点計画--20022002 （平成（平成1414年年66月）月）

e-Japan戦略　(平成13年1月)　ee--JapanJapan戦略戦略　　((平成平成1313年年11月月))　　
第1期：IT基盤整備　（「量」の追求）　～我が国が2005年（平成17年）に世界最先端のＩＴ国家となる～

電子政府構築計画　（平成15年7月17日　各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）電子政府構築計画電子政府構築計画　　（（平成平成1515年年77月月1717日　各府省情報化統括責任者（日　各府省情報化統括責任者（CIOCIO））連絡会議決定）連絡会議決定）
◆国民の利便性・サービスの向上　　◆IT化に対応した業務改革

ミレニアムプロジェクト　（平成11年12月　内閣総理大臣決定）ミレニアムプロジェクトミレニアムプロジェクト　　（平成（平成1111年年1212月　月　内閣総理大臣決定）内閣総理大臣決定）
平成15年度までに電子政府の基盤構築

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT基本法）　（ 平成12年11月成立）高度情報通信ネットワーク社会形成基本法高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（（ITIT基本法）　（基本法）　（ 平成平成1212年年1111月成立）月成立）

　行政手続オンライン化法（平成14年12月成立）　行政手続オンライン化法　行政手続オンライン化法（（平成平成1414年年1212月成立）月成立）

　電子署名及び認証業務に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 平成12年5月成立）

　電子署名及び認証業務に関する法律　電子署名及び認証業務に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（ 平成平成1212年年55月成立）月成立）

電子政府の実現に向けた政府の取組
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　「e-Japan戦略Ⅱ」は、我が国の我が国のITIT戦略の第二期の改革の青写真戦略の第二期の改革の青写真を描いたもの

　このIT利活用戦略を、国民と政府が一丸となって望むべき夢のある戦略国民と政府が一丸となって望むべき夢のある戦略として掲げ、

２１世紀にふさわしい新たな文化や価値を創造し、最も輝いた国の一つとする

　１．我が国のＩＴ革命への取り組みと今後の課題

　　　～「第一期：ＩＴ基盤整備」から、「第二期：ＩＴ利活用」への進化「第一期：ＩＴ基盤整備」から、「第二期：ＩＴ利活用」への進化

　２．戦略思想

　　　～「安全・安心・感動・便利」社会を目指して「安全・安心・感動・便利」社会を目指して

　　　～「構造改革」と「新価値創造」のＩＴ利活用戦略 　他

　３．先導的取り組み分野

　　　～医療、食、生活、中小企業金融、知、就労・労働、行政サービス行政サービス

　４．ＩＴ戦略本部による主導体制の確立

　　ＩＴ戦略本部は、現戦略に加えてこの新戦略を確実に遂行することにより、現戦略に現戦略に

　掲げられた「５年以内（掲げられた「５年以内（20052005年）に世界最先端のＩＴ国家となる。」という大目標を実現年）に世界最先端のＩＴ国家となる。」という大目標を実現

　するとともに、20062006年以降も世界最先端であり続ける年以降も世界最先端であり続けることを目指す。

e-Japan戦略Ⅱの概要
平成15年7月2日　ＩＴ戦略本部決定
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15年8月8日　ＩＴ戦略本部決定

「「ee--JapanJapan戦略Ⅱ」を受けて、戦略Ⅱ」を受けて、 ee--JapanJapan重点計画重点計画20022002を見直し、高度情報通信ネットワークを見直し、高度情報通信ネットワーク

社会の形成のために政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策の全容を明らかにするもの社会の形成のために政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策の全容を明らかにするもの

～「行政の情報化」（重点政策５分野の一つ）関連施策の概要～

　４．行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進

　　行政の情報化については、行政情報の電子的提供、申請・届出等手続の電子化申請・届出等手続の電子化、文書の電子

　化、ペーパーレス化及び情報ネットワークを通じた情報共有・活用に向けた業務改革を重点的に

　実施し、20032003年度までに、電子情報を紙情報と同等に扱う行政を実現年度までに、電子情報を紙情報と同等に扱う行政を実現する。また、2005年度末ま

　でに、総合的なワンストップサービスの仕組みや利用者視点に立った行政ポータルサイト　総合的なワンストップサービスの仕組みや利用者視点に立った行政ポータルサイト　

　　等の整備等の整備を図り、利用者本位の行政サービスの実現を目指すとともに、業務分析の実施、業　

　務プロセス等の抜本的な見直しを通じて、2005年度末までのできるだけ早期に、各業務・システム各業務・システム

　の最適化に係る計画を策定　の最適化に係る計画を策定し、予算効率の高い簡素な政府の実現を目指す。

　　　　○行政ポータルサイト等の整備○行政ポータルサイト等の整備

　　　・政府全体として分かりやすい情報提供等を行う新たな行政ポータルサイトの整備

　　　・マルチアクセス環境、電子政府アクセス支援センターの整備

　　　　○○ee--GovGovを活用した総合的なワンストップサービスの推進を活用した総合的なワンストップサービスの推進

　　　　○情報システム関係業務の外部委託（アウトソーシング）の推進○情報システム関係業務の外部委託（アウトソーシング）の推進

　　　　

e-Japan重点計画－２００３の概要
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電子政府構築計画（政府・国土交通省）の概要
２００３年（平成１５年）７月１７日　各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定

Ⅰ　国民の利便性・サービスの向上Ⅰ　国民の利便性・サービスの向上

Ⅱ　ＩＴ化に対応した業務改革Ⅱ　ＩＴ化に対応した業務改革 Ⅲ　共通的な環境整備Ⅲ　共通的な環境整備

目　標　：　『利用者本位の行政サービスの提供』、『予算効率の高い簡素な政府』を実現目　標　：　『利用者本位の行政サービスの提供』、『予算効率の高い簡素な政府』を実現

・内部管理に係る業務・システムの最適化
・府省内外に共通する業務・システムの最適化
・個別業務・システムの最適化
・レガシーシステムの見直し

・内部管理に係る業務・システムの最適化
・府省内外に共通する業務・システムの最適化
・個別業務・システムの最適化
・レガシーシステムの見直し

・情報システムに係る政府調達の改善
・ＣＩＯ補佐官の配置等情報化推進体制の強化
・セキュリティ対策の強化
・個人情報保護対策の充実・強化

・情報システムに係る政府調達の改善
・ＣＩＯ補佐官の配置等情報化推進体制の強化
・セキュリティ対策の強化
・個人情報保護対策の充実・強化

○オンライン利用の促進
　・アクション・プランの着実な実施
　・手続の簡素化・合理化の徹底
　・オンライン利用の向上方策
　・政府調達の電子化（電子入札、電子納品等）

○オンライン利用の促進
　・アクション・プランの着実な実施
　・手続の簡素化・合理化の徹底
　・オンライン利用の向上方策
　・政府調達の電子化（電子入札、電子納品等）

○ワンストップサービスの拡大
　・共管手続の窓口一元化
　・輸出入・港湾、自動車保有手続のワンストップ化
　・総合的なワンストップサービス推進

○ワンストップサービスの拡大
　・共管手続の窓口一元化
　・輸出入・港湾、自動車保有手続のワンストップ化
　・総合的なワンストップサービス推進

○利用者視点に立ったシステムの整備、サービスの改善
　・行政ポータルサイトの整備・充実
　・多様な手段による電子政府利用環境整備　　

○利用者視点に立ったシステムの整備、サービスの改善
　・行政ポータルサイトの整備・充実
　・多様な手段による電子政府利用環境整備　　

我が国が２００５年までに
世界最先端のＩＴ国家となるために、
従来の各府省ごとの行政情報の提供、
全ての手続のオンライン化という
「量」の追求から、
行政情報の入手やオンライン化に
よる手続を、便利で分かりやすい
ものとするという
「質」の向上への転換

我が国が２００５年までに
世界最先端のＩＴ国家となるために、
従来の各府省ごとの行政情報の提供、
全ての手続のオンライン化という
「量」の追求から、
行政情報の入手やオンライン化に
よる手続を、便利で分かりやすい
ものとするという
「質」の向上への転換
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e-Govへのリンク

Ａ省 ホームページ

お知らせ ヘルプ

・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・

・・・・・・・
・・・・・
・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・

キーワード検索

検索

組織，制度概要
報道発表資料，新着情報
所管の法令・告示・通達
方針・指針・施策・計画等
調査研究結果
審議会等
パブリックコメント
白書等
統計調査結果
申請・届出等手続・様式
調達情報
予算及び決算
評価結果等
情報公開

e-Govへのリンク

Ｂ省 ホームページ

お知らせ ヘルプ

・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・

・・・・・・・
・・・・・
・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・

キーワード検索

検索

組織，制度概要
報道発表資料，新着情報
所管の法令・告示・通達
方針・指針・施策・計画等
調査研究結果
審議会等
パブリックコメント
白書等
統計調査結果
申請・届出等手続・様式
調達情報
予算及び決算
評価結果等
情報公開

個別データベースの利用
その他
当サイトの案内

e-Government電子政府の総合窓口

お知らせ ヘルプ

●個人のみなさまのページ
暮らす，働く，学ぶなどのライフイベントメニュー

●企業のみなさまのページ
ライセンス・許認可，社会保障・給付，税金，

起業，雇用，政府調達などのメニュー

行政手続案内・オンライン申請

キーワード検索

キーワードを入力してください

◎ホームページ ◎法令名
◎行政文書 ◎法令用語
◎行政手続 ◎報告書等

詳細検索ページへ

検索

省庁・組織から探す

□各省庁・独立行政法人等のホームページ
□各省庁の行政文書ファイル管理簿
□各省庁の報告書等の所在案内
□各独立行政法人等の情報公開

カテゴリから探す

組織・制度，
パブリックコメント 等

個別データベースの利用
その他
当サイトの案内

e-Government電子政府の総合窓口

お知らせ ヘルプ

●個人のみなさまのページ
暮らす，働く，学ぶなどのライフイベントメニュー

●企業のみなさまのページ
ライセンス・許認可，社会保障・給付，税金，

起業，雇用，政府調達などのメニュー

行政手続案内・オンライン申請

キーワード検索

キーワードを入力してください

◎ホームページ ◎法令名
◎行政文書 ◎法令用語
◎行政手続 ◎報告書等

詳細検索ページへ

検索

キーワード検索

キーワードを入力してください

◎ホームページ ◎法令名
◎行政文書 ◎法令用語
◎行政手続 ◎報告書等

詳細検索ページへ

検索

省庁・組織から探す

□各省庁・独立行政法人等のホームページ
□各省庁の行政文書ファイル管理簿
□各省庁の報告書等の所在案内
□各独立行政法人等の情報公開

省庁・組織から探す

□各省庁・独立行政法人等のホームページ
□各省庁の行政文書ファイル管理簿
□各省庁の報告書等の所在案内
□各独立行政法人等の情報公開

カテゴリから探すカテゴリから探す

組織・制度，
パブリックコメント 等

個別データベースの利用
その他
当サイトの案内

e-Government電子政府の総合窓口

お知らせ ヘルプ

●個人のみなさまのページ
暮らす，働く，学ぶなどのライフイベントメニュー

●企業のみなさまのページ
ライセンス・許認可，社会保障・給付，税金，
起業，雇用，政府調達などのメニュー

行政手続案内・オンライン申請

キーワード検索

キーワードを入力してください

◎ホームページ ◎法令名
◎行政文書 ◎法令用語
◎行政手続 ◎報告書等
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検索

省庁・組織から探す

□各省庁・独立行政法人等のホームページ
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□各省庁の報告書等の所在案内
□各独立行政法人等の情報公開

カテゴリから探す

組織・制度，
パブリックコメント 等
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組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務

所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

組織図 所掌事務 所在地 電話番号

パブリックコメント等の募集

各省庁別案内に加え、省庁を意識させない案内の実施各省庁別案内に加え、省庁を意識させない案内の実施

□×委員会zz.ee.ff××方針に対する・・zz.zz.zz

△□庁yy.cc.dd△△規則の改正・・yy.yy.yy

○×省xx.aa.bb○○案に関する・・xx.xx.xx

担当府省募集締切案件名公表日

□×委員会zz.ee.ff××方針に対する・・zz.zz.zz

△□庁yy.cc.dd△△規則の改正・・yy.yy.yy

○×省xx.aa.bb○○案に関する・・xx.xx.xx

担当府省募集締切案件名公表日
各府省の共通的
な行政情報は、ｅ-
Ｇｏｖにおいて、分
かりやすく整理し
て一体的に提供

電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）

法務省電子申
請システム

厚生労働省

電子申請シス
テム

商業
登記
申請
書複数のオンライン

申請手続
（会社設立の際

の関係手続など）

複数のオンライン
申請手続

（会社設立の際
の関係手続など）

雇用保
険適用
事業所
届出

民間ポータル
サイト

リンク

一
括
申
請

国民・企業

インターネット

グループ化された
関連手続は、ｅ-Ｇｏ

ｖから一度の入力
で一括してオンラ
イン申請が可能

会社を設
立したい。
たくさん手
続きがあ
るなあ。

役所の連絡
先を調べた
いけど、そ

れぞれの役
所のサイト
の中を探す
のは大変だ

なあ。

各府省の個別サイ
トを意識することな
く、e-Govから各府

省の個別手続（共
管手続を含む）の
オンライン申請が
可能

民間サイト

個別のオンライン
申請手続

（登記事項証明書

発行申請など）

個別のオンライン
申請手続

（登記事項証明書
発行申請など）

国の行政機関だけではなく、独立行政法人、司法府・立法府、地方
公共団体などの情報やオンライン手続へも容易にアクセスが可能

より分か
りやすい
行政情報
の提供 ・

・
・

省庁別案内に加え、省庁を意識させない案内省庁別案内に加え、省庁を意識させない案内

パブリックコメント等の募集パブリックコメント等の募集

より便利な

行政手続
のオンライ
ン申請

統一的なコン
テンツ・デザ
イン基準によ
る情報提供

各府省ホームページ

・
・
・

（参考）

8

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律
（行政手続オンライン化法）の概要

電子情報処理組織の使用電子情報処理組織の使用

書面みなし規定書面みなし規定

到達時期到達時期

電磁的記録による縦覧・閲覧、作成・保存等電磁的記録による縦覧・閲覧、作成・保存等

・個別法令により書面により行うこととされているものについては、電
子情報処理組織を使用して行わせることができる。

・電子情報処理組織を使用して行われた行政手続については、書面
により行われたものとみなす。

・電子情報処理組織を使用して行われた行政手続については、相手
方の電子計算機のファイルに記録された時に到達したものとみなす。

・個別法令の規定により書面により行うこととしているものについては、
電磁的記録により書類の縦覧・閲覧等を行うことができる。
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電子署名及び認証業務に関する法律
（電子署名法）の概要

■「電子署名」とは、電子情報について行われる措置で以下のいずれも満たすもの

　　（１）当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示

　　　　すためのものであること。 （本人確認）

　 　（２）当該情報について改変が行われていないかどうかを確認すること

　　　　ができるものであること。（改ざんの検知） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■「電子情報の真正性の推定」

電子情報（公務員が職務上作成したものを除く。）は、本人による電子署名が行わ
れているときは、真正に成立したものと推定する

公務員が職務上作成したものと認めるとき
は真正性の推定　→民事訴訟法

上記補完　→国土交通省電子署名規則

公務員が職務上作成したものと認める
ときは真正性の推定　→民事訴訟法

上記補完　→国土交通省公印規則

公文書

（情報）

電子署名があれば真正性の推定

→電子署名法

押印があれば真正性の推定

→民事訴訟法

私文書

（情報）

電子情報紙情報

紙情報と電子情報の真正性に係る根拠法規

10

ＩＴ戦略本部ＩＴ戦略本部

情報セキュリティ
対策推進会議

情報システムに係る政
府調達府省連絡会議

行政情報システム関
係課長連絡会議

各府省情報化統括責任
者 （ＣＩＯ）連絡会議

［2001年1月設置　事務局：内閣官房］
2002年9月設置　 議 長：内閣官房副長官補
　　　　　　　　　　　副議長：総務省行政管理局長
　　　　　　　　　　　構成員：各府省ＣＩＯ（官房長・局
長等）

　2001年9月設置　
　事務局：総務省・財務省・経済産業
省
　構成員：課長

　2002年9月設置　
　事務局：総務省
　構成員：課長

○○システム関
係府省会議

電子政府の推進体制の概要電子政府の推進体制の概要

幹事会
議 長：内閣官房内閣審議官

副議長：内閣官房参事官（総務省行政管理局
行政情報ｼｽﾃﾑ企画課長）

構成員：各府省政策担当課長

（例） 自動車保有関係手続のワンストップサー

ビス推進関係省庁連絡会議

2001年1月設置　 本部長：内閣総理大臣

　　　　　　　　　　　本部員：全閣僚及び民間有識者

（総務省行政管理局資料）
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国土交通省における申請・届出等手続のオンライン化

これまでの経緯

　１３年６月 　 経産省とともに、他府省に先駆けて汎用受付システムを開発・運用開始
/ 国土交通省申請・届出等電子化推進アクション・プラン策定

　１３年度末　 累計で２０６手続のオンライン化実施（経産省に次ぐ手続数のオンライン化）

　　　　　　　　　/ 国土交通省行政手続等電子化推進アクション・プラン策定(H14.7)
　　　　　　　　　/ 電子署名規則制定(H14.12) / オンライン化法国土交通省主務省令制定(H15.3)
　　　　　　　　　/ 土日祭日を除く原則２４時間受付を開始(H15.3)　／　公共団体等への実施方策の提示

　１４年度末 　累計で７４７手続のオンライン化実施
　　　　　　　 　（全府省で最多、また、オンラインによる申請・届出件数・運用実績数も最多）　

　１５年度　 　累計で２，０００を超える手続のオンライン化（手続数は全府省で最多）

これまでの経緯

　１３年６月 　 経産省とともに、他府省に先駆けて汎用受付システムを開発・運用開始
/ 国土交通省申請・届出等電子化推進アクション・プラン策定

　１３年度末　 累計で２０６手続のオンライン化実施（経産省に次ぐ手続数のオンライン化）

　　　　　　　　　/ 国土交通省行政手続等電子化推進アクション・プラン策定(H14.7)
　　　　　　　　　/ 電子署名規則制定(H14.12) / オンライン化法国土交通省主務省令制定(H15.3)
　　　　　　　　　/ 土日祭日を除く原則２４時間受付を開始(H15.3)　／　公共団体等への実施方策の提示

　１４年度末 　累計で７４７手続のオンライン化実施
　　　　　　　 　（全府省で最多、また、オンラインによる申請・届出件数・運用実績数も最多）　

　１５年度　 　累計で２，０００を超える手続のオンライン化（手続数は全府省で最多）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請書等提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請書等提出

許可書等発行許可書等発行（システム開発中）（システム開発中）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請書等作成・送信申請書等作成・送信 受　付　・　審　査　等受　付　・　審　査　等

許可書等受領許可書等受領 許　可　等許　可　等

国土交通省国土交通省国　民国　民

申請者側認証局
（民間認証局、商業登記認証局）

国土交通省認証局
（電子認証システム）

官職証明書
大臣公印等の役割を果た
す電子署名を証明するもの
　　　

官職証明書
大臣公印等の役割を果た
す電子署名を証明するもの
　　　

電子証明書
社長印等の役割を果たす
電子署名を証明するもの

電子証明書
社長印等の役割を果たす
電子署名を証明するもの

ブリッジ認証局
（ＢＣＡ）
電子証明書、

官職証明書の認証

電子証明書、
官職証明書の認証

申請書等
電子
証明書

電子
署名

許可書等

官職
証明書

電子
署名

相互認証相互認証

12

申請者

国土交通省

申請者認証局

登録申込書を
窓口へ郵送・持参

CD-ROM又は国土交通省HP
からインストーラを入手

３．環境設定

２．申請者情報の登録

４．申請書作成

５．申請書送信

６．審査状況の確認～許可書の取得

１．電子証明書の取得

国土交通省オンライン申請システム

全国の窓口
・登録申込書を受け付け、
ＩＤ、パスワードを
システムにて発行

４．内容確認・受理

６．許可書等発行

２．申請書到着

申請書を送信

到着確認シート
の受け取り

状況確認

許可書の取得

準
備
段
階

準
備
段
階

申
請
書
作
成
・
送
信

申
請
書
作
成
・
送
信

許
可
証
の
取
得

許
可
証
の
取
得

・国土交通省ホームページにて状況を確認
・許可書発行確認後、国土交通省ホームページか
　ら許可書を取得

・申請書送信ＡＰおよび様式ファイルを利用
・到着確認シートを確認後送信

・申請書作成ＡＰおよび様式ファイルを利用

・電子証明書取得専用ソ
フト（市販）を利用

・登録申込書に記入し、
窓口へ提出または郵送

３．到着確認シート発行

国土交通省認証局

インターネット

電子署名

インターネット

ＩＤ・パスワードの入手
１．利用者登録

電子証明書の取得

電子証明書の取得依頼

・ＰＣ、申請用ＡＰ、様式ファイル等の準備
国土交通省HPから
様式ファイルを入手

・形式チェック
・ウイルスチェック
・申請者電子証明書を
　ＢＣＡに問い合わせ

・申請者の電子証明書発
行

・官職証明書発行

５．審査

必要に応じ

６.は開発中

国土交通省におけるオンライン申請の流れ

１２
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H15年度機能追加等主要項目（検討中）の概要

利用者を考えた書類の簡素化
　電子署名による登記簿謄抄本等の省略

　財務諸表等添付書類のＵＲＬ化

　申請用地図作成支援システムとの連携

　登記情報提供サービスの利用

　　

サービスの向上
　連名申請機能

　代理申請機能

　申請書取下げ機能

　補正通知書の登録・参照機能

　利用者・申請提出者情報の登録・変更機能

　

利用しやすい環境づくり
　申請送信アプリケーションのウェブブ
　ラウザ方式への変更

　別送管理の電子化

申請の電子化の実現
　歳入金電子納付システムとの連携

　公文書作成・発行・取得機能

公文書

申請書

オンライン申請
の質の向上

申請者

オンライン申請
システム

国土交通省（職員）

14申請者

国土交通省
職員

ブリッジ認証局
（ＢＣＡ）

申請者側認証局
（民間認証局、商業登記認証局等）

政府認証基盤
（官側）

国土交通省認証局
（電子認証システム）

民間認証基盤
（申請者側）

オンライン申請システムと認証局との関係
～ブリッジ認証局を中心に、官民認証局の信頼関係を構築する～

許可書等発行（システム開発中）
　・送信否認、改ざん防止

信頼関係
(相互認証)

国土交通省

信頼関係
(相互認証)

電子
証明書

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
シ
ス
テ
ム

電
子
認
証
シ
ス
テ
ム

申請者証明書
社長印等の役割を果たす
電子署名を証明するもの

　　　なりすまし防止

申請者証明書
社長印等の役割を果たす
電子署名を証明するもの

　　　なりすまし防止

官職
証明書

相互認証 相互認証

官職証明書
大臣公印等の役割を果た
す電子署名を証明するもの
　　　　　なりすまし防止

官職証明書
大臣公印等の役割を果た
す電子署名を証明するもの
　　　　　なりすまし防止

国土交通省オンライン申請システム

公開鍵暗号方式
による電子署名 申請・届出等

・送信否認、改ざん防止

許可書等

官職
証明書

電子
署名

申請書等

電子
証明書

電子
署名

14
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電子入札システムとの関係

　現在のところ、電子入札システムに係る入札参加希望者側の認証局
と国土交通省オンラン申請システムに係る申請者側の認証局は対応
していませんので、御注意ください。

16

オンライン申請・電子入札対応認証局一覧

電子認証登記所
（商業登記認証局）
日本認証サービス株式会社
（Accredited Sign　パブリックサービス２に係る認証局）
セコムトラストネット株式会社
（セコムパスポート for G-ID に係る認証局）

日本電子認証株式会社
（AOSignサービス）
エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社
（e-Probatio PS）
東北インフォメーション・システムズ株式会社
（TOiNX電子入札対応認証サービス）
株式会社サイバーウェイブジャパン
（CWJ電子入札対応認証サービス）
株式会社帝国データバンク
（ＴＤＢ電子認証サービスＴｙｐｅＡ）
ジャパンネット株式会社
（電子入札コアシステム用電子認証サービス）
日本商工会議所
（ビジネス認証サービスタイプ１）

平成15年2月28日

 平成15年3月24日

 平成15年10月29日

 平成15年8月6日

 平成15年5月27日

 平成15年5月27日

平成15年2月28日

電子入札コアシステム対応認証局一覧

認 証 事 業 者 名

オンライン申請システム対応認証局一覧

認 証 事 業 者 名 政府認証基盤のブリッジ認証局との相互接続日

政府認証基盤のブリッジ認証局との相互接続日

平成15年8月6日

 平成14年2月22日

 平成13年5月30日

16
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今後の課題

　（１）行政手続の電子化推進と公共団体等への支援（１）行政手続の電子化推進と公共団体等への支援

　　・国が行う行政手続のオンライン化推進（特に共管手続、経由事務）

　　・オンライン化に係る公共団体・独法等への実施方策の提示

　（２）オンライン申請システム開発及び他システムとの連携（２）オンライン申請システム開発及び他システムとの連携

　　・許可書等電子公文書作成システムの実装

　　・歳入金電子納付システム（財務省）との連携

　　・代理申請、連名申請等の追加機能の実装　　　等

　（３）オンライン申請の普及・啓発（３）オンライン申請の普及・啓発　　

　　・現時点では、オンラインの利用は低調

　（４）その他電子政府構築計画等に盛り込まれた施策の着実な推進（４）その他電子政府構築計画等に盛り込まれた施策の着実な推進

　　・業務・システム最適化計画の作成（平成１７年度まで）　　等


